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Six years have passed since the enforcement of the Act on Vitalization in Regional 
Shopping District.  In the act, the shopping districts are considered to take roles as 
local community member.  The roles depend on the conditions of the shopping 
districts and local communities. 
Recently, the shopping districts have made alliances with local residents, NPOs, 
and universities.  However, how did these shopping districts cooperate with external 
organizations?  How did they correspond to the local issues?  How did they give 
impacts to surrounding area?  From these viewpoints, it is important to analyze the 
concrete roles which the shopping streets have played among local communities. 
In addition, although many of previous studies have been conducted based on 
static point of view, the activities of the shopping districts has been continuous.  For 
that reason, the condition of the alliances mentioned above would be changeable.  
Therefore, it is necessary to analyze the realities of the alliances in a dynamic manner. 
Accordingly, this paper focuses on the relationship changes between the shopping 
districts and local residents or external organizations in order to analyze the practices 
and effects delivered by the program.  As conclusions, two possibilities have been 
suggested as following.  One is that it is possible to increase local residents’ 
motivation for using shopping districts when they engaged to the business program 
practices.  The other one is that it is possible for the shopping districts to obtain 
opportunities to reconsider their planned activities when they faced new parties which 
were not originally assumed to become alliance partners.  
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1 はじめに 
 




















                                                 








































































































































































                                                 
7 事業概要や活動団体は横浜市のウェブサイトに掲載されている（最終閲覧日：2015年 6月 27日）。
URL: http://www.city.yokohama.lg.jp/keizai/shogyo/syouten/genki.html 




























図 1 地域商業の 4要素 
渡辺（2014）p.177。 




































－ 10 － 
隣・地域／②広域・超広域）の軸を用いて、商店街を 8つに分類した 9。 
 





事業者 認定日 事業期間 
近隣・地域型 
福岡県飯塚市 飯塚市本町商店街振興組合 H21.10.9 H21.10~H26.3 
大阪府池田市 池田栄町商店街振興組合 H21.10.9 H21.10~H24.3 
広島県呉市 呉中通商店街振興組合 H21.10.9 H21.10~H26.3 
熊本県人吉市 協同組合人吉商連他 2商店街 H21.10.9 H21.10~H24.3 
福岡県大川市 大川商店街協同組合 H22.3.31 H22.4~H25.3 
新潟県小千谷市 小千谷市東大通商店街振興組合 H22.6.21 H22.8~H25.3 
広域・超広域型 
山形県山形市 七日町商店街振興組合 H22.3.3 H22.4～H25.3 
北海道室蘭市 中島商店会コンソーシアム H23.4.18 H23.4~H26.3 















                                                 
9 新島（2015）p.56。 
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表 2 申請書等に基づいた対象商店街の地域課題・事業内容・連携する外部組織 











































































                                                 
11 ヒアリング調査協力者については稿末を参照されたい。 
12 なお、飯塚市は 2006 年に頴田町、庄内町、穂波町、筑穂町と市町村合併しているため、人口や
以下の商業統計の数字には留意が必要である。 
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図 4 飯塚市および飯塚市本町商店街振興組合の位置図 
出所：Google map 
 
次に、飯塚市内の小売商業の推移を概括的に確認したい。表 3 を見ると、2002 年から
の 10 年間で、事業所数は微減傾向である一方で、年間商品販売額と売場面積は 1.5 倍以
上の規模に拡大していることがわかる。 
 










2002年 1,148 5,987 83,038 104,904 
2004年 1,195 6,191 90,053 109,931 
2007年 1,650 9,494 149,863 206,832 

































                                                 
13 昨今、全国各地でアーケードや各種施設の老朽化が深刻な問題になっている。たとえば、石原
（2014a, 2014b）を参照されたい。 
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しかし、同事業における自己負担は事業費の半額であったため、飯塚市本町商店街振興組
合にとって負担は決して少なくなかった。 

























































回は 36店舗、第 2回は 40店舗が参加したという。なお、同イベントの波及効果を高める
ため、年に 4回「逸品お店回りツアー」も開催している。同ツアーには、毎回参加店舗の







































表 4 数値目標（歩行者通行量）の目標と実績 
 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H21年比 
目標 10,717 10,288 9,979 9,779 9,682 9,682 90.3% 



























れたことが市の名称に由来しているという。市内には JR 上越線と JR 飯山線が通り、市
のほぼ中心に JR上越線小千谷駅がある。また幹線道路として、信濃川の西側に国道 17号
線（三国街道）、交差するように国道 117号線（善光寺街道）がある。同市の人口は、2015




































2002年 546 2,718 39,845 63,294 
2004年 519 2,737 39,195 69,445 
2007年 467 2,507 39,002 76,066 













図 9 大型小売店の店舗数、売場面積推移 
出所：「全国大型店総覧」東洋経済新報社、各年版をもとに作成。 
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市内における大型店の出店状況を見てみると、2001 年に前年の 3 店舗から 7 店舗まで
増加し、2014年の時点で 12店舗が出店している。売場面積は、表 2で示した 2012年の
時点で市内全体の約 80%を占めている（図 9）。 
 
3.3.2 小千谷市東大通商店街振興組合の概要 
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便片道で 10～20人前後が利用するという（図 12）。 








まず、歩行者通行量については、2009 年の数値（平日：307 人・休日：201 人）から、



























































2002年 1,101 6,986 110,153 136,374 
2004年 1,034 6,732 112,748 139,026 
2007年 918 6,435 96,524 143,243 
2012年 662 4,746 84,258 103,912 
出所：「商業統計」各年版、「経済センサス」（平成 24年）をもとに作成。 
中島商店会コンソーシアム 中島商店会コンソーシアム 






















国道 37 号線へ向かって、南北に約 900m、東西に約 550m に渡り L字で連なっている。







































































人）から、事業実施後の 2013年には 9.6%増加（4,196 人）させ、4商店街全体の売上高



















































2002年 3,451 21,830 378,635 449,538 
2004年 3,346 21,997 374,044 447,210 
2007年 3,198 22,010 376,659 465,984 
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なお、図 18 で市内における大型店の出店状況を見てみると、これまでの店舗数の約 3
倍となる 50店舗近くが、2000年から 2001年の間に立て続けに出店している。その後、





































































了時の 2013年には 5%増加（1,731人）させることを目標としていた。結果は 3,428人と




























































                                                 
19 新島他（2015）p.41。 
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